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1 最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

（ 株式市場への影響度 ◎ ○ ）
経済指標の予想値出所は各種ベンダー

※内容が一部変更されることがありますので、ご了承ください。

予想海外スケジュール予想国内スケジュール

51.8◎米・2月のISM製造業景況指数2月の新車販売台数（日本自動車販売協会連合会）

決算発表－伊藤園 等

3月

2日（月）

1,516万台

+1.6％

休場＝インド 等

米・2月の自動車販売台数（年率換算）

ユーロ圏・2月の消費者物価指数（CPI、前年比）

決算発表－ﾀｰｹﾞｯﾄ、ｸﾗｳﾄﾞｽﾄﾗｲｸ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 等2.6％

1.20倍

FIN/SUM2026フィンテック・サミット

（片山財務相、植田日銀総裁あいさつ、～6日）

〇10-12月期の法人企業統計調査（財務省）

1月の完全失業率（総務省）

1月の有効求人倍率（厚生労働省）

2月のマネタリーベース（日本銀行）

10年利付国債入札

3日（火）

53.8

+4.2万人

49.0

49.6

50.1

◎米・地区連銀経済報告（ベージュブック）

米・2月のISMサービス業景況指数

米・2月のADP雇用統計（前月比）

ユーロ圏・1月の生産者物価指数（PPI）

〇中・2月の製造業PMI

〇中・2月の非製造業PMI

〇中・2月のRatingDog製造業PMI

決算発表－ﾌﾞﾛｰﾄﾞｺﾑ 等

〇2月の消費動向調査（内閣府）4日（水）

◎中・全国人民代表大会（全人代）開幕

決算発表－ｺｽﾄｺ･ﾎｰﾙｾｰﾙ、ﾏｰﾍﾞﾙ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 等

◎春闘 要求集計結果公表（連合）

30年利付国債入札

決算発表－積水ﾊｳｽ 等

5日（木）

+6.0万人

4.3％

+0.3％

-0.3％

+0.3％

◎米・2月の雇用統計－非農業部門雇用者数（前月比）

－失業率

－平均時給（前月比）

〇米・1月の小売売上高（前月比）

ユーロ圏・10-12月期の実質GDP（確報、前期比）

6日（金）

〇中・2月の消費者物価指数（CPI）

〇中・2月の生産者物価指数（PPI）

〇1月の景気動向指数（速報、内閣府）

〇2月の景気ウォッチャー調査（内閣府）

1月の毎月勤労統計調査（速報、厚生労働省）

1月の経常収支（速報、財務省）

9日（月）

米・2月の中古住宅販売件数

米・3年国債入札

〇10-12月期の実質GDP（2次速報、内閣府）

1月の家計調査・実質消費支出（総務省）

2月の工作機械受注（速報、日本工作機械工業会）

決算発表－ｱｻﾋｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 等

10日（火）

◎米・2月の消費者物価指数（CPI）

米・10年国債入札

2月の国内企業物価指数（日本銀行）

5年利付国債入札

11日（水）

米・1月の貿易収支

印・2月の消費者物価指数（CPI）

トルコ中銀、政策金利を発表

米・30年国債入札

〇1-3月期の法人企業景気予測調査（財務省）

2月の東京オフィス空室率（三鬼商事）

12日（木）

〇米・10-12月期の実質GDP（2次速報）

〇米・1月のPCEコアデフレーター

米・1月の個人所得、個人消費支出（PCE）

米・3月のミシガン大学消費者信頼感指数（速報）

決算発表－神戸物産 等13日（金）
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＜トランプ関税に「待った」。米司法の健全さを示す＞

米連邦最高裁は2月20日、トランプ政権の相互関税などに対し違憲判決を下した。トラン

プ政権は代替措置として、通商法122条に基づく10％関税を同月24日から150日間の期限で

発動した。米国では11月に中間選挙を控えており、トランプ政権は分野別関税の強化など

を含め巻き返しに躍起になると見込まれる。とはいえ、通商法122条による関税は上限15％
で期限付きである。トランプ政権が外交上の「脅し」の手段として関税措置を乱用する余

地は縮小したと言える。今後もトランプ政権が「暴走」する可能性は否定できないものの、

米国の司法が十分に機能するのであれば「暴走」を抑えることはできる。足元の金融市場

では、米関税政策の不透明感が意識されている。しかし、今回の連邦最高裁の判断は単に

関税問題に限らず、米国のガバナンスが健全さを維持していることを示したという点で、

米国への中長期的な投資を考えるうえでは前向きに評価したい。（秋本）

＜高まる地政学リスクのなかで注目される「認知戦」＞

今年は米国によるベネズエラへの軍事攻撃やグリーンランド問題、イラン情勢など、地

政学リスクが意識されやすい状況が続いている。株式市場では防衛関連銘柄への物色が盛

んとなっているが、筆者が注目しているのは世論や政策決定者などの認知領域を標的にし

た「認知戦」の分野である。例えば、ロシア・ウクライナの戦争では、ロシアによるSNS
や偽情報などを用いた世論操作・情報戦が繰り広げられたほか、昨年の参議院選挙や今年

の衆議院選挙において日本もSNS上などで外国勢力による影響工作の対象になったとされ

る。昨今ではAIの進化とともに偽情報なども高度化している。サイバーセキュリティや

ファクトチェックなどのサービスを提供する企業には投資妙味があるとみる。

今週のポイント

・高まる地政学リスクのなかで注目される「認知戦」

・米連邦最高裁は相互関税などに違憲判決を下した

・今回の判断は米国のガバナンスが健全さを維持していることを示した

国 株価指数 2024年騰落率 2025年騰落率 2025年末 2月26日（注） 年初来騰落率

日本 日経平均 19.2% 26.2% 50,339.48 58,753.39 16.7%

アメリカ NYダウ 12.9% 13.0% 48,063.29 49,499.20 3.0%

アメリカ ナスダック 28.6% 20.4% 23,241.99 22,878.38 -1.6%

イギリス FTSE100 5.7% 21.5% 9,931.38 10,846.70 9.2%

ドイツ DAX 18.8% 23.0% 24,490.41 25,289.02 3.3%

フランス CAC -2.2% 10.4% 8,149.50 8,620.93 5.8%

ブラジル ボベスパ -10.4% 34.0% 161,125.37 191,005.02 18.5%

香港 ハンセン 17.7% 27.8% 25,630.54 26,381.02 2.9%

香港 H株 26.4% 22.3% 8,913.68 8,814.29 -1.1%

中国 上海総合 12.7% 18.4% 3,968.84 4,146.63 4.5%

台湾 加権 28.5% 25.7% 28,963.60 35,414.49 22.3%

インド センセックス 8.2% 9.1% 85,220.60 82,248.61 -3.5%

＜主要国株価指数動向＞

作成：岡三証券　終値ベース　（注）休場の場合は直近値



3 最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

今週のポイント

・日本株相場は高値圏でのもみ合いに

・昨年からの物色テーマに変化なし

・好決算銘柄の押し目や半導体関連に注目

＜日本株相場は高値圏でのもみ合いに＞

今週の日本株相場は高値圏でのもみ合いを

想定する。日経平均株価は26日に一時59,000
円台まで上昇するなど強い地合いが継続して

いる。急ピッチな上昇で短期テクニカル指標

での過熱感が意識されるものの、市場のムー

ドは良好で押し目買い意欲も強いとみられる。

一方、名実ともに3月相場入りとなり、年

度末に向けた国内機関投資家の動向が注目さ

れよう。日経平均株価は昨年度末（35,617
円）から大きく上昇しており、利益確定の売

りが上値を抑える場面もありそうだ。

＜昨年からの物色テーマに変化なし＞

今週は米国で重要経済指標の発表が目白押

しとなる。国内は決算発表一巡で手掛かり材

料に乏しく、米国株の動向が注目されよう。

特に、主要3指数のなかで出遅れているナス

ダック指数が強い動きとなれば、日経平均株

価の追い風となりそうだ。

物色面では、今年に入ってからの東証業種

別株価指数の上昇率上位をみると、非鉄金属、

機械、卸売業、不動産業などが並んでいる

（26日現在）。1位の非鉄金属は昨年も上昇

率1位で、昨年好調だった業種が今年も買わ

れる展開となっている。指数は最高値圏で推

移しているものの、昨年低迷した業種が大き

く買われるようなリバーサルの動きではない。

衆院選での自民大勝による高市政権の基盤強

化で成長戦略の実行が期待され、昨年からの

政策テーマが引き続き物色の中心になるとみ

ている。

＜好決算銘柄の押し目や半導体関連に注目＞

そのほか、好決算発表銘柄では利益確定の

売りに押されている建設株のほか、適度に押

し目を形成している半導体関連などは過熱感

がなく、注目できそうだ。また、年度末の配

当取りに向けて好配当銘柄なども仕込みやす

いタイミングといえよう。（山本）

作成：岡三証券 日足 2月26日現在

日経平均株価

●国内機関投資家の動向に注目

●昨年好調だった業種が今年も上昇率上位に

出所：QUICK 作成：岡三証券 週次 2月第2週現在

●日経平均株価は高値圏でのもみ合いに

出所：QUICK 作成：岡三証券 2月26日現在

信託銀行の売買差額の推移

東証業種別株価指数の上昇率上位（年初来）
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●2026年3月期の配当総額は過去最高へ

年度末にかけて好配当銘柄に注目したい。

例年、1月から3月にかけては、NISAの年間投

資枠がリセットされることや、期末配当取り

の動きが活発化することなどから高配当株が

物色されやすい季節性がある。日本株市場の

急ピッチな上昇を背景に、東証プライム市場

の平均配当利回り（予想値）は低下基調にあ

り、足元では2％を下回って推移している（2
月25日現在）。ただ、配当の裏付けとなる企

業業績は堅調であり、国内企業は株主還元策

の強化を継続しやすい環境にあると考える。

実際、3月期決算企業の配当性向（純利益に

対する配当の割合）は上昇している。2026年3
月期は半数弱の企業が増配を予定しており、1
月時点では、年間配当総額は20兆円超と過去

最高になる見通しが伝わった。加えて、その

後の10-12月期決算発表時にも配当方針を強化

する企業がみられた。株主還元策強化の動き

が活発化するなか、3月末に向けては、高配当

株への関心が改めて高まろう。

●企業の体質変化が株主還元の追い風に

また、今年改訂予定のコーポレートガバナ

ンス・コードでは、企業が持つ現預金の使い

道を株主に説明することが求められる見込み

だ。株主還元や成長投資へ資金を振り向ける

動きが強まり、配当や自社株買いが拡大する

余地も広がろう。中長期的には企業の体質変

化も株主還元策強化を促そう。

●業績成長が続く好配当銘柄に注目

下表には、日経平均高配当株50指数採用の3
月期決算企業のうち、来期にかけて最終増益

が続くとの期待が高い主な銘柄（＝好配当銘

柄）を抽出した。配当の裏付けとなる収益成

長が続く企業は長期的に安定した株主還元が

期待できよう。（福嶋）

好配当銘柄の魅力が一段と高まる日本株市場
～企業の体質変化で株主還元策は長期的に拡大へ～

≪業績成長が続く主な好配当銘柄≫ 出所：QUICK 作成：岡三証券
※2021-25年の5年間の月次リターン平均

出所：QUICK 作成：岡三証券 2月25日現在
業績予想はQUICKコンセンサス（3社以上）、予想配当利回りはQUICKコンセンサス（下限値）から算出

3月期の日経平均高配当株50指数採用銘柄のうち、25/3期から27/3期にかけて最終増益が続く見込みの銘柄を抽出

0

1

2

3

4

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

（％）

日経平均株価

日経平均高配当株50指数

≪1-3月は高配当株が物色されやすい≫
日経平均株価と同高配当株50指数の上昇率

26/3期 27/3期

8252 丸井G 小売業 5,723 6.8% 11.3% 4.2%

9434 ソフトバンク 情報･通信業 100,992 8.7% 1.9% 4.1%

3861 王子HD ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙 9,926 7.0% 21.5% 3.7%

8601 大和証G 証券･商品先物取引業 25,189 3.1% 0.9% 3.7%

4502 武田 医薬品 92,315 62.7% 71.4% 3.4%

4183 三井化学 化学 9,136 43.9% 44.3% 3.4%

8309 三住トラスト 銀行業 37,717 14.7% 8.0% 3.2%

4503 アステラス薬 医薬品 45,821 366.4% 23.5% 3.1%

4188 三菱ケミG 化学 16,245 111.1% 16.2% 2.8%

8316 三井住友 銀行業 218,129 33.7% 9.9% 2.8%

予想配当利回り
（26/3期）

コード 名称 業種
時価総額
（億円）

最終増益率（前期比、市場予想）
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今週のポイント

・米国株相場は一進一退の展開を想定

・景気敏感株が相場の押し上げ役に

・半導体メモリー企業に注目

＜米国株相場は一進一退の展開を想定＞

今週の米国株相場は一進一退の展開を想定

する。データセンター関連銘柄や景気敏感株

は強含む一方、ソフトウェア株は軟調な推移

となろう。

＜景気敏感株が相場の押し上げ役に＞

先週発表されたエヌビディアの決算では、

実績・会社計画ともに良好な内容が示された。

米IT大手企業による巨額の設備投資計画も踏

まえると、AIデータセンターの構築に必要な

製品・サービスを提供する企業が評価される

流れは続くとみる。

今週は、2月のISM製造業・サービス業景況

指数やベージュブックなどが公表される。足

元では、1-3ヵ月先の生産動向を示すとされ

るISMの受注・在庫バランスが製造業・サー

ビス業いずれも急速に改善している。ベー

ジュブックにおいても、1月分に続き、米経

済活動が緩やかながらも拡大基調にあるとの

見方が示されるとみる。また、S&P500企業

は2026年も高い業績成長を遂げると予想され

ている。米国株市場は「金融相場」から「業

績相場」へと移行していると考えられるなか

で、景気敏感株が相場の押し上げ役となろう。

一方、大手ソフトウェア企業の決算発表で

は、AI脅威論を払拭する会社計画が示された

とは言い難い。ソフトウェア株の調整色が一

段と強まる可能性があろう。また、米関税措

置やイラン情勢を巡る不透明感が投資家のリ

スク選好姿勢を抑える場面もありそうだ。

＜半導体メモリー企業に注目＞

米半導体メモリー企業の商機拡大が期待で

きよう。韓国のサムスン電子は新型スマホシ

リーズの初期ロットに自社製DRAMのほか、

マイクロン・テクノロジー製DRAMも搭載し

ていると一部で報じられている。DRAMの需

給ひっ迫などから追加ロットでも上記仕様が

継続するとみられている。（近藤）

●米国株相場は一進一退の展開を想定

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 2月20日現在作成：岡三証券 日足 2月26日現在

NYダウ

●生産活動に改善の兆し

ISM製造業・サービス業：受注・在庫バランス※の推移

●2026年も高い業績成長が続く見通し

S&P500企業：売上高とEPSの伸び率の推移

※新規受注指数から在庫指数を引いたもの
出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 月次 直近は2026年1月分
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最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。 6最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

＜香港株相場はジリ高の展開を想定＞

今週の香港株相場はジリ高の展開を想定す

る。中国本土の春節（旧正月）の大型連休期

間中（2/15-23）の国内観光収入が過去最高

を更新するなど、春節消費は堅調だった。ま

た、3月5日に開幕する中国の国会に相当する

全国人民代表大会（全人代）では、第15次
5ヵ年計画（26-30年）を決定するなどの重要

イベントが控えている。中国当局による政策

期待が相場の下支えとなろう。

＜マカオのカジノ関連銘柄に注目＞

物色面ではマカオのカジノ関連銘柄に注目

したい。26年1月のカジノ収入は前年同月比

24％増の226億パタカと市場予想を上回った。

中国本土の春節連休期間に、マカオの総イン

バウンド旅客数は155万4,285人に達した。同

期間中の単日平均では、前年同期比5.5％増

の17万2,699人と、マカオ政府の事前予想

（約15.8万-17.5万人）の中央値を上回った。

地域別では、中国本土からの旅客数が占め

る割合は全体の約78％、香港からは約16％と

なった。連休5日目にはマカオへの単日イン

バウンド旅客数が20万人超を記録し、過去最

多を更新した。マカオへの予想以上の旅客数

で、今後のマカオのカジノ収入増加も期待さ

れる。ギャラクシーやサンズ・チャイナ、

MGMチャイナなどマカオのカジノ関連銘柄

の業績拡大の追い風となりそうだ。

＜インド株相場は上値の重い展開を予想＞

今週のインド株相場は上値の重い展開を予

想。20日に発表されたインドの2月総合PMI
は製造業がけん引し、3ヵ月ぶりの高水準と

なった。一方、インド政府高官は24日、2月
初旬に大筋合意していた対米貿易協議につい

て、米国の関税政策を巡る状況が明確になっ

てから再開する方針を示した。米関税政策を

巡る今後の行方を見極めたい投資家の様子見

姿勢が、相場の重しとなりそうだ。（佐藤）

今週のポイント

・香港株相場はジリ高の展開を想定

・マカオのカジノ関連銘柄に注目

・インド株相場は上値の重い展開を予想

作成：岡三証券 日次 2月26日現在

香港ハンセン指数と上海総合指数

●マカオの観光業が好調

●インド株相場は上値の重い展開を予想

出所：マカオ政府統計局、マカオカジノ監察協調局 作成：岡三証券
直近はカジノ収入が26年1月分、入境者数が25年12月分

●香港株相場はジリ高の展開を想定

作成：岡三証券 日足 2月26日現在

インドセンセックス指数

マカオ：カジノ収入・入境者数推移
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最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。77 最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

＜徐々にドルの上値が重くなろう＞

今週のドル円相場は、徐々にドルの上値が

重くなると考える。

先週、政府が国会に提示した次期日銀審議

委員候補が金融緩和や積極財政に前向きなリ

フレ派と報じられ、ドル高円安が進む場面が

あった。とはいえ、さらにドル高円安が進む

と年初以降のレンジの上限に近づくことにな

る。その場合は日米金融当局による為替介入

が意識され、ドル円相場の重しになるだろう。

今週、米国では地区連銀経済報告（3/4）
や2月の雇用統計（3/6）が公表され、結果次

第で一時的にドル円相場の値振れが大きくな

る可能性がある。ただ、次回の米利下げは5
月にFRB議長が交代した後との見通しに変化

はないとみられ、目先はドル円相場の水準が

大幅に変化するとは考えていない。

＜対米直接投資は長期的な円安要因に＞

2月20日に、米連邦最高裁はトランプ政権

が導入した相互関税措置に関して違憲と判断

した。これにより、同措置を交渉手段として

用いてきた米国の通商政策には不透明感が生

じたと言える。

一方、日本はすでに合意に基づく対米投融

資の第1弾プロジェクトを発表している。安

全保障も含む日米関係の重要性を踏まえると、

日本企業による対米直接投資は今後も拡大す

る可能性が高いとみる。対米直接投資の増加

は長期的な円安要因になるだろう。

＜豪ドルの対円相場は強含みを想定する＞

先週公表された豪州の1月の消費者物価指

数（刈り込み平均）は、前年同月比+3.4％と

市場予想を上回り前月から加速した。今週は

2025年10-12月期の実質GDP（3/4）が公表さ

れ、特に民間部門の強さが示されるとみる。

景気の強さやインフレ率の加速を背景に、

豪中銀の利上げの思惑は残るだろう。豪ドル

の対円相場は強含みを想定する。（嶋野）

今週のポイント

・ドル円相場は徐々にドルの上値が重くなろう

・対米直接投資は長期的な円安要因に

・豪ドルの対円相場は強含みを想定する

作成：岡三証券 日足 2月26日午後5時時点

ドル円相場の推移

●対米直接投資は長期的な円安要因に

出所：財務省 作成：岡三証券 暦年 直近は2025年分

●徐々にドルの上値が重くなろう

対外直接投資・米国向け（ネット）

●豪ドルの対円相場は強含みを想定する

作成：岡三証券 日足 2月26日午後5時時点

豪ドル円相場の推移

（兆円）
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＜国内債券相場は弱含みの展開に＞

今週の国内債券相場は弱含みの展開を予想

する。日銀審議委員の後任人事案を受けて高

市政権の利上げ慎重姿勢が改めて意識された

ことから、円安が進行し、将来的な利上げ到

達点の上振れが懸念されやすくなっている。

また、早期利上げ観測は後退しているものの、

日銀が利上げ継続姿勢を維持していることも

相場の重しとなるだろう。

＜日銀の氷見野副総裁の挨拶に注目＞

今週は2日に日銀の氷見野副総裁の挨拶が

予定されている。足元で10-12月期実質GDP
の市場予想下振れや高市首相が利上げに難色

を示したと伝わったことから早期利上げ観測

が後退しているが、1月の展望レポートや主

な意見で示されてきた日銀の利上げ継続姿勢

に変化はないと思われる。ただ、利上げのタ

イミングを見極めるうえで、挨拶での経済・

物価の見通しに対する評価などが注目される。

＜入札では一定程度の需要が見込まれる＞

今週の新発利付国債入札は3日に10年国債、

5日に30年国債が予定されている。足元では

日銀の野口審議委員、中川審議委員の後任人

事案でリフレ派とみられる人物が選出された

ことから、円安進行による日銀の利上げ到達

点の上振れが意識され、10年国債利回りは

2.1％台半ばとやや上昇している。ただ、1月
から2月上旬にかけて2.2％台を中心に推移し

ていたことを勘案すると利回り水準にはやや

物足りなさがある。30年国債についても2月
上旬以降利回り低下が続いていたことから割

安感に乏しい状況と思われるが、過度な財政

拡張懸念は後退していることが入札の取り組

みやすさにつながるだろう。また、3月は国

債の大量償還月であり、外国人の買付額が増

加する傾向にある。利回り水準はやや物足り

ないものの、外国人などの需要は10年、30年
国債ともに一定程度見込まれる。（野口）

今週のポイント

・国内債券相場は弱含みの展開に

・日銀の氷見野副総裁の挨拶に注目

・入札では一定程度の需要が見込まれる

●大量償還は需給面で下支え要因に

●入札では一定程度の需要が見込まれる●国内債券相場は弱含みの展開に

出所：QUICK 作成：岡三証券 ※日銀保有分を除く

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 日次 2026年2月25日現在

10年国債利回り推移 10年・30年国債利回りと利回り差

2026年12月末までの月別国債償還額

作成：岡三証券 日足 2月26日午後3時時点



重要な注意事項

免責事項
・本レポートは、投資判断の参考となる情報提供のみを目的として作成されたものであり、個々の投資家
の特定の投資目的、または要望を考慮しているものではありません。また、本レポート中の記載内容、
数値、図表等は、本レポート作成時点のものであり、事前の連絡なしに変更される場合があります。な
お、本レポートに記載されたいかなる内容も、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありま
せん。投資に関する最終決定は投資家ご自身の判断と責任でなされるようお願いします。

・本レポートは、岡三証券が信頼できると判断した情報源からの情報に基づいて作成されたものですが、
その情報の正確性、安全性を保証するものではありません。企業が過去の業績を訂正する等により、過
去に言及した数値等を修正することがありますが、岡三証券がその責を負うものではありません。

・岡三証券及びその関係会社、役職員が、本レポートに記されている有価証券について、自己売買または
委託売買取引を行う場合があります。岡三証券の大量保有報告書の提出状況については、岡三証券の
ホームページ(https://www.okasan.co.jp/)をご参照ください。

＜有価証券や金銭のお預かりについて＞
株式、優先出資証券等を当社の口座へお預かりする場合は、口座管理料をいただきません。外国証券
（円建て債券および国内の金融商品取引所に上場されている海外ETFを除きます。）をお預かりする場合
には、1年間に3,300円（税込み）の口座管理料をいただきます。ただし、電子交付サービスを契約して
いる場合には、口座管理料は1年間に2,640円（税込み）とします。なお、当社が定める条件を満たした
場合は外国証券の口座管理料を無料といたします。上記以外の有価証券や金銭のお預かりについては料
金をいただきません。なお、証券保管振替機構を通じて他社へ株式等を口座振替する場合には、口座振
替する数量に応じて、1銘柄あたり6,600円（税込み）を上限として口座振替手続料をいただきます。
お取引にあたっては「金銭・有価証券の預託、記帳及び振替に関する契約のご説明」の内容を十分にお
読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜株式＞
株式（株式・ETF・J-REITなど）の売買取引には、約定代金（単価×数量）に対し、最大1.485％（税込
み）（手数料金額が3,300円を下回った場合は最大3,300円（税込み））の売買手数料をいただきます。
ただし、株式累積投資は一律1.485％（税込み）の売買手数料となります。国内株式を募集等により購入
いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。
外国株式の海外委託取引には、約定代金に対し、最大2.3496％（税込み）の売買手数料をいただきます。
外国株式の国内店頭（仕切り）取引では、お客様の購入および売却の単価を当社が提示します。この場
合、約定代金に対し、別途の手数料および諸費用はかかりません。
※外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料および公租公課その他の

賦課金が発生します（外国取引に係る現地諸費用の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて
決定されますので、その合計金額等をあらかじめ記載することはできません）。外国株式を募集等に
より購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。
・株式は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による株価の変動によって

損失が生じるおそれがあります。
・株式は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、

株価が変動することによって損失が生じるおそれがあります。
・また、外国株式については、為替相場の変動によって、売却後に円換算した場合の額が下落すること

によって損失が生じるおそれがあります。
・REITは、運用する不動産の価格や収益力の変動、発行者である投資法人の経営・財務状況の変化およ

びそれらに関する外部評価の変化等により価格や分配金が変動し、損失が生じるおそれがあります。

＜債券＞
債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入いただく場合は、購入対価のみをお
支払いいただきます。なお、取引価格には、販売・管理等に関する役務の対価相当額が含まれておりま
す。
・債券は、金利水準、株式相場、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による債券価格の変動に

よって損失が生じるおそれがあります。
・債券は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、

債券価格が変動することによって損失が発生するおそれがあり、また、元本や利子の支払いの停滞も
しくは支払い不能の発生または特約による元本の削減等のおそれがあります。
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・金融機関が発行する債券は、信用状況の悪化により本拠所在地国の破綻処理制度が適用され、債権順
位に従って元本や利子の削減や株式への転換等が行われる可能性があります。ただし、適用される制
度は発行体の本拠所在地国により異なり、また今後変更される可能性があります。

＜個人向け国債＞
個人向け国債を募集により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。個人向け国債
を中途換金する際は、次の計算によって算出される中途換金調整額が、売却される額面金額に経過利子
を加えた金額より差し引かれます（直前2回分の各利子（税引前）相当額×0.79685）。
・個人向け国債は、安全性の高い金融商品でありますが、発行体である日本国政府の信用状況の悪化等

により、元本や利子の支払いが滞ったり、支払い不能が生じるおそれがあります。

＜転換社債型新株予約権付社債（転換社債）＞
国内市場上場転換社債の売買取引には、約定代金に対し、最大1.10％（税込み）（手数料金額が3,300円
を下回った場合は3,300円（税込み））の売買手数料をいただきます。転換社債を募集等によりご購入い
ただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。
・転換社債は転換もしくは新株予約権の行使対象株式の価格下落や金利変動等による転換社債価格の下

落により損失が生じるおそれがあります。また、外貨建て転換社債は、為替相場の変動等により損失
が生じるおそれがあります。

＜投資信託＞
投資信託のお申込みにあたっては、銘柄ごとに設定された費用をご負担いただきます。
・お申込時に直接ご負担いただく費用：お申込手数料（お申込金額に対して最大3.85％（税込み））
・保有期間中に間接的にご負担いただく費用：信託報酬（信託財産の純資産総額に対して最大年率

2.665％（税込み）程度）
・換金時に直接ご負担いただく費用：信託財産留保金（換金時に適用される基準価額に対して最大

0.5％）
・その他の費用：監査報酬、有価証券等の売買にかかる手数料、資産を外国で保管する場合の費用等が

必要となり、商品ごとに費用は異なります。お客様にご負担いただく費用の総額は、投資信託を保有
される期間等に応じて異なりますので、記載することができません（外国投資信託の場合も同様で
す）。

・投資信託は、国内外の株式や債券等の金融商品に投資する商品ですので、株式相場、金利水準、為替
相場、不動産相場、商品相場等の変動による、対象組入れ有価証券の価格の変動によって基準価額が
下落することにより、損失が生じるおそれがあります。

・投資信託は、組入れた有価証券の発行者(或いは、受益証券に対する保証が付いている場合はその保
証会社)の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等による、対象組入れ有価証
券の価格の変動によって基準価額が変動することにより、損失が生じるおそれがあります。

・上記記載の手数料等の費用の最大値は、今後変更される場合があります。

＜ファンドラップ＞
手数料等の諸費用について
ファンドラップにおいて、直接お支払いいただく費用は、保有する、当社が運用方針に則して選定した
国内公募投資信託（以下「投資対象ファンド」といいます。）の時価評価額に対して最大1.65％（年
率・税込み）となります。投資対象ファンドは、ほかの投資信託を投資対象とするファンド・オブ・
ファンズとなっており、実質的な費用は、投資対象ファンドの信託報酬に最終投資先の運用管理費用
（信託報酬）等を加算した費用を間接的にご負担いただきますが、運用状況等により変動するため、事
前に料率・上限額等を示すことはできません。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認くだ
さい。

主な投資リスクについて
投資一任契約とは、当事者の一方が、相手方から、金融商品の価値等の分析に基づく投資判断の全部ま
たは一部を一任されるとともに、当該投資判断に基づき当該相手方のための投資を行うのに必要な権限
を委任されることを内容とする契約です。
・投資対象ファンドは、実質的に国内外の値動きのある有価証券等により運用を行いますので、株式相

場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による組入れ有価証券の値動き等に伴い、
投資対象ファンドの基準価額も変動します。これらの要因により投資対象ファンドの基準価額が下落
し、損失が生じるおそれがあります。

・投資対象ファンドに実質的に組み込まれた株式や債券等の発行者の倒産や信用状況等の悪化により投
資対象ファンドの基準価額が下落し、損失が生じるおそれがあります。

10



＜信用取引＞
信用取引には、約定代金に対し、最大1.485％（税込み）（手数料金額が3,300円を下回った場合は最大
3,300円（税込み））の売買手数料、管理費および権利処理手数料をいただきます。また、買付けの場合、
買付代金に対する金利を、売付けの場合、売付株券等に対する貸株料および品貸料をいただきます。委
託保証金は、売買代金の30％以上で、かつ300万円以上の額が必要です。信用取引では、委託保証金の約
3.3倍までのお取引を行うことができるため、株価の変動により委託保証金の額を上回る損失が生じるお
それがあります。

○2037年12月までの間、復興特別所得税として、源泉徴収に係る所得税額に対して2.1％の付加税が課税さ
れます。

○金融商品は、個別の金融商品ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なりま
す。金融商品取引のご契約にあたっては、あらかじめ当該契約の「契約締結前交付書面」（もしくは目
論見書及びその補完書面）または「上場有価証券等書面」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いた
だいたうえでご契約ください。ファンドラップの申込みの際には「岡三UBSファンドラップ契約関連書面
集」で契約内容をご確認ください。

○自然災害等不測の事態により金融商品取引市場が取引を行えない場合は売買執行が行えないことがあり
ます。

日本以外の地域における本レポートの配布：
・香港：本レポートは、香港証券先物委員会（SFC）の監督下にある岡三国際（亜洲）有限公司によって、
SFCに規定される適格機関投資家（PI）に配信されたものです。本レポートに関するお問い合わせは岡三
国際（亜洲）有限公司にお願いします。

・米国：本レポートの作成者は、米国の証券業界の自主規制機関（FINRA）にリサーチ・アナリストとして
登録されておらず、リサーチレポートの作成およびアナリストの独立性に関する米国規制の適用を受け
ません。第三者による本調査レポートは、1934年証券取引所法規則第15a-6条（改正を含む）に定められ
る主要米国機関投資家（Major US Institutional Investors）に対してのみ、米国の証券会社である
Wedbush Securities Inc.（1934年証券取引所法第15条に基づき登録、以下「Wedbush」といいます。）
により、米国内で配布されます。Wedbushによる米国内の本レポート配布に関してはWedbushが全責任を
負うものといたします。本レポートは、いずれかの管轄区域内の法令等によりWedbushが本レポートの提
供を禁止または制限されている投資家を対象としたものではありません。本レポートを閲覧する前に、
Wedbushが関連法令・規制に基づいてお客様に投資関連資料を提供することが許可されている旨をご自身
でご確認ください。本レポートを受領・閲覧し、記載されている証券の取引を希望する米国内の投資家
は全て、本レポートの発行者ではなく、以下の者と取引を行う必要があります：Wedbush Securities
Inc., 1000 Wilshire Blvd, Los Angeles, California 90017, 電話番号+1(646)604-4232。

・その他の地域：本レポートは参照情報の提供のみを目的としており、投資勧誘を目的としたものではあ
りません。本レポートの受領者は、自身の投資リスクを考慮し、各国の法令、規則及びルール等の適用
を受ける可能性があることに注意をする必要があります。地域によっては、本レポートの配布は法律も
しくは規則によって禁じられております。本レポートは、配布や発行、使用等をすることが法律に反し
たり、岡三証券に何らかの登録やライセンスの取得が要求される国や地域における国民や居住者に対す
る配布、使用等を目的としたものではありません。

※本レポートは、岡三証券が発行するものです。本レポートの著作権は岡三証券に帰属し、その目的いか
んを問わず無断で本レポートを複写、複製、配布することを禁じます。

岡三証券株式会社
金融商品取引業者関東財務局長（金商）第53号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

（2025年12月改定）

発行所 岡三証券株式会社
代表 03-3272-2211

〒103-0022 東京都中央区日本橋室町2-2-1
定期購読ご希望の方は下記までご連絡ください。

岡三コンタクトセンター 0120-390603 （8：00～18：00 土・日・祝日除く）
定価：1部220円 年間購読料 7,700円 （共に送料、消費税込み）
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2026年3月2日発行（2026年2月27日作成、本稿執筆時点での
内容であり、その後の事象を含まないことがあります。）

次回発行は2026年3月9日（月）の予定です。



 

 

 

○ 金融商品は、個別の金融商品ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なり
ます。当該金融商品の取引契約をされる場合、その金融商品の「契約締結前交付書面」（もしくは目
論見書）または「上場有価証券等書面」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご
契約ください。 

○ この資料は投資判断の参考となる情報提供のみを目的として岡三証券株式会社が作成し、岡三にいが
た証券株式会社が広告審査を行い投資家の皆様にお渡しするものです。個々の投資家の特定の投資目
的、または要望を考慮しているものではありません。また、ここに掲載した過去の実績は必ずしも将
来の成果を示唆するものではありません。投資に関する最終決定は投資家ご自身の判断と責任でなさ
れるようお願いいたします。お取引の際には「契約締結前交付書面」（もしくは目論見書およびその
補完書面）または「上場有価証券等書面」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえで
ご契約ください。 

○ この資料は岡三証券が信頼できると判断した情報に基づいて作成されたものですがその情報の正確
性、完全性を保証するものではありません。また、資料中の記載内容、数値、図表等は、本資料作成
時点のものであり、事前の連絡なしに変更される場合があります。なお、本資料に記載されたいかな
る内容も将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。投資に関する最終決定は投資
家ご自身の判断と責任でなされるようお願いいたします。 

○ 2037年12月までの間、復興特別所得税として、源泉徴収に係る所得税額に対して2.1％の付加税が課
税されます。 

○ 岡三証券、岡三にいがた証券およびその関係会社、役職員が、この資料に記載されている証券もしく
は金融商品について自己売買または委託売買取引を行う場合があります。 

○ 自然災害等不測の事態により金融商品取引市場が取引を行えない場合は売買執行が行えないことが
あります。 

 
 

＜有価証券や金銭のお預りについて＞ 
有価証券や金銭を当社の口座でお預りする場合には、当社では料金を頂戴いたしません。なお、証券

保管振替機構を通じて他社へ株式等を口座振替する場合には、口座振替する数量に応じ、1 銘柄あたり
6,600円（税込み）を上限として口座振替手数料をいただきます。 
お取引にあたっては「金銭・有価証券の預託、記帳及び振替に関する契約のご説明」の内容を十分に

お読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。 
 

＜株 式＞ 
・株式の売買取引には、約定代金（単価×数量）に対し、最大 1.265%（税込み）（手数料金額が 2,750
円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料をいただきます。ただし、株式累積投資は一律
1.265%（税込み）の売買手数料となります。国内株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価
のみをお支払いいただきます。 

・外国株式の海外委託取引には、約定代金に対し、最大1.518%（税込み）の売買手数料をいただきます。 
※外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料および公租公課その他の
賦課金が発生します（外国取引に係る現地諸費用の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて
決定されますので、その合計金額等をあらかじめ記載することはできません）。外国株式を募集等によ
り購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

・株式は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による株価の変動によって
損失が生じるおそれがあります。 

・株式は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、
株価が変動することによって損失が生じるおそれがあります。 

・また、外国株式については、為替相場の変動によって、売却後に円換算した場合の額が下落すること
によって損失が生じるおそれがあります。 

 
 

手数料およびリスクについての重要な注意事項 



＜債 券＞ 
・債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入いただく場合は、購入対価のみを
お支払いいただきます。なお、取引価格には、販売・管理等に関する役務の対価相当額が含まれてお
ります。 

・債券は、金利水準、株式相場、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による債券価格の変動によ
って損失が生じるおそれがあります。 

・債券は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、
債券価格が変動することによって損失が発生するおそれがあり、また、元本や利子の支払いの停滞も
しくは支払い不能の発生または特約による元本の削減等のおそれがあります。 

・金融機関が発行する債券は、信用状況の悪化により本拠所在地国の破綻処理制度が適用され、債権順
位に従って元本や利子の削減や株式への転換等が行われる可能性があります。ただし、適用される制
度は発行体の本拠所在地国により異なり、また今後変更される可能性があります。 

 

＜個人向け国債＞ 
・個人向け国債を募集により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。個人向け国
債を中途換金する際は、次の計算によって算出される中途換金調整額が、売却される額面金額に経過
利子を加えた金額より差し引かれます（直前2回分の各利子（税引前）相当額×0.79685）。 

・個人向け国債は、安全性の高い金融商品でありますが、発行体である日本国政府の信用状況の悪化等
により、元本や利子の支払いが滞ったり、支払い不能が生じるおそれがあります。 

 

＜転換社債型新株予約権付社債（転換社債）＞ 
国内市場上場転換社債の売買取引には、約定代金に対し、最大1.1%（税込み）（手数料金額が2,750円
を下回った場合は 2,750 円（税込み））の売買手数料をいただきます。転換社債を募集等によりご購入
いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。転換社債は転換もしくは新株予約権の行使対
象株式の価格下落や金利変動等による転換社債価格の下落により損失が生じるおそれがあります。また、
外貨建て転換社債は、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。 

 

＜投資信託＞                                         
・投資信託のお申込みにあたっては、銘柄ごとに設定された費用をご負担いただきます。 
お申込時に直接ご負担いただく費用：お申込手数料（お申込金額に対して最大3.85%（税込み）） 
保有期間中に間接的にご負担いただく費用：信託報酬（信託財産の純資産総額に対して最大年率2.145%
（税込み）） 
換金時に直接ご負担いただく費用：換金手数料（お申込金額に対して1口当り最大1.1%（税込み））ま
た、信託財産留保金（換金時に適用される基準価額に対して最大0.5％） 
その他の費用：監査報酬、有価証券等の売買にかかる手数料、資産を外国で保管する場合の費用等が
必要となり、商品ごとに費用は異なります。お客様にご負担いただく費用の総額は、投資信託を保有
される期間等に応じて異なりますので、記載することができません（外国投資信託の場合も同様です）。 

・投資信託は、国内外の株式や債券等の金融商品に投資する商品ですので、株式相場、金利水準、為替
相場、不動産相場、商品相場等の変動による、対象組入れ有価証券の価格の変動によって基準価額が
下落することにより、損失が生じるおそれがあります。 

・投資信託は、組入れた有価証券の発行者(或いは、受益証券に対する保証が付いている場合はその保証
会社)の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等による、対象組入れ有価証券の
価格の変動によって基準価額が変動することにより、損失が生じるおそれがあります。 

・上記記載の手数料等の費用の最大値は今後変更される場合があります。 
 

＜信用取引＞ 
信用取引には、約定代金に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750
円（税込み））の売買手数料、管理費および権利処理手数料をいただきます。また、買付けの場合、買
付代金に対する金利を、売付けの場合、売付株券等に対する貸株料および品貸料をいただきます。委
託証拠金は、売買代金の30％以上で、かつ100 万円以上の額が必要です。信用取引では、委託証拠金
の約 3.3 倍までのお取引を行うことができるため、株価の変動により委託証拠金の額を上回る損失が
生じるおそれがあります。 

 

岡三にいがた証券株式会社  
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第169号 
加入協会：日本証券業協会 

（2024年4月改訂） 


